予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費
	事業名: 中小零細企業再生等支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　商工労働部 中小企業課 資金融資係　電話番号：058-272-8389
　　　　　　　　　　　E-mail： c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：12,244千円（前年度予算額：6,530千円）
	事業内容


	１　事業の概要


（１）目的

厳しい経済状況の中、事業の方向性に悩んでいる中小企業者に対し、専門家による助言や相談、経営改善計画策定の支援を行う。
（２）内容

　　①経営改善計画の策定支援業務【新規】

返済猶予中である中小企業者が、中小企業金融円滑化法終了後においても返済条件の緩和等を受けるための経営改善計画の策定を支援する。
　　②中小企業診断士による経営診断及び方向性の助言【継続】

事業の方向性を助言するため、中小企業診断士を企業へ派遣する。また、過去に経営診断を実施した案件へのフォローアップも実施する。

　　③弁護士による再出発支援【継続】

弁護士相談に要する費用の一部を県が負担し、円滑な再出発を支援する。

　　④再生等支援事業のＰＲ【新規】

支援を必要としている県内の中小企業者に本事業を活用いただくため、ＰＲ用チラシを作成する。

	２　所要経費


①経営改善計画の策定支援業務                                      5,670千円

　　　　  （中小企業診断士：5,040千円（40社）、弁護士：630千円（10社））

②中小企業診断士による経営診断及び方向性の助言　　　　　　        6,000千円

　　　　 （経営診断：5,520千円（25社）、フォローアップ：480千円（5社））

③弁護士による再出発支援（10社）                                    320千円

④再生等支援事業のＰＲ                                              254千円

	決定額の考え方


　ＰＲ方法を工夫することとして所要額を計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	6,530
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,530

	要求額
	12,244
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,244

	決定額
	12,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,000


事務事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
厳しい経済状況の中、事業の方向性に悩んでいる中小企業者に対し、中小企業診断士派遣による経営診断や、弁護士相談を実施し、事業の方向性や再生を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	経営診断実施件数
	（H  ）
	16件
（H21）
	15件
（H22）
	19件
（H23）
	（H  ）
	％


	弁護士相談実施件数
	（H　）
	3件
（H21）
	2件
（H22）
	4件
（H23）
	（H　）
	％



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
事業の方向性に悩む中小企業者に対し、中小企業診断士による経営診断と弁護士による経営相談を実施

（１）中小企業診断士による診断実施件数（９月末現在）

　　　　　　８件
　（２）弁護士相談実施件数（９月末現在）
　　　　　　３件



（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
中小企業者が抱えている課題に対し、中小企業診断士や弁護士による助言を実施し、
事業の方向性が図られた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○

	経済状況が低迷する中、中小企業金融円滑化法は平成２５年３月末に終了し、中小企業者への影響が懸念されることから、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	　事業開始（平成２１年８月）以降、５０事業者から申込みがあり、専門家（中小企業診断士、弁護士）による助言がなされ、事業の再生や円滑な清算が図られた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　一般社団法人岐阜県中小企業診断士協会と委託契約を締結し、中小企業者の業種や特性に応じた中小企業診断士を派遣することで、事業を迅速かつ効果的に実施した。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　中小企業者に対する支援策の周知、浸透・的確なフォローアップの実施。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
中小企業金融円滑化法終了に伴い、支援を必要とする中小企業者の増加が見込まれるので、既存の経営診断に経営改善計画の策定支援を加えるなど、支援の強化を図っていく。



